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出入国在留管理庁在留管理支援部在留管理課 御中 

 

貴庁が現在行っている、「在留許可手数料の減額対象者のガイドライン（案）」に係る意見募集

（案件番号：315000137）について、特定非営利活動法人名古屋難民支援室（以下「当団体」

といいます。）の意見を以下の通り提出します。 

 

2026 年 7 月 30 日 

特定非営利活動法人名古屋難民支援室 

愛知県名古屋市中区丸の内 2-1-30 

丸の内オフィスフォーラム 601 

 

【はじめに】 

当団体は、東海地方において、難民が法的に保護され、安定して自立した生活を送れるよう、

支援している団体です。 

本ガイドライン案の公表に伴い、当団体で行った緊急のアンケート（回答者 24 名／計 25 件の

回答）を基に、難民当事者自らの生の声に基づき、以下の通り意見を提出いたします。 

 

 

【基本意見：下位法（ガイドライン）による上位法（難民法）の趣旨破壊の違法性】 

そもそも本ガイドライン案は、国会（国民代表議会）が定めた上位法である出入国管理及び難

民認定法（以下「難民法」）における難民保護の根本趣旨、および国際難民条約に基づく人権尊

重の精神を、下位規範である行政法規（ガイドライン）によって実質的に空洞化させるもので

す。 

 

憲法第 41 条が定める国会中心立法の原則および法階層論（法の形式的効力の優劣関係）に照ら

し、行政機関（法務省・出入国在留管理庁）が下位命令を用いて上位法の立法趣旨を実質的に

覆し、公的に保護する義務を負う対象者に到底支払不能な高額な金銭的負担を課してその法的

地位の取得や継続を阻害することは、いわば「法の下剋上」であり、委任の範囲を著しく逸脱

した実質的に違法・不当な行政権の行使と言わざるを得ません。 

 

国会が定めた保護の手続きを、行政法規上の手数料という障壁によって、不当に無効化させる

構造に対し、当団体は法秩序を揺るがす深刻な問題として強く抗議するとともに、以下の通り

具体的な意見を提出します。 
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1. 難 民 認 定 者 ・ 補 完 的 保 護 対 象 者 等 に お け る 「 保 護 費 受 給 」 要 件 の 排

除と「全額免除」適用の明記 

該当箇所： ガイドライン（案）「１(2)保護費受給」および「２(3)難民認定者の定住者変更」

の組み合わせ規定 

 

【意見】 

ガイドラインの２(3)（難民認定者等が定住者等へ変更する場合）において、減額適用の要件と

して１(2)「保護費の支給を受けている者」を想定する運用基準を撤回してください。長期間の

審査を経て認定された当事者の実情に鑑み、保護費支給の有無にかかわらず、政令案の全額免

除対象に難民認定者等を含めた上で、ガイドラインにおいても申請等に基づき全額免除（0 円）

を適用する要件を明記すべきです。 

 

【理由・実態から乖離した「絵に描いた餅」の解消】 

貴庁の公式発表（「令和 7 年における難民認定数等について」）によれば、難民認定審査の平均

処理期間は一次審査で約 22.5 か月、審査請求で約 13.4 か月と、合計約 3 年におよぶ歳月を要

します。（なお、難民認定申請から難民の認定を受けるまでの平均日数は公表されておらず、第

58 号・石橋通宏議員提出我が国における難民認定の実態に関する質問に対する答弁書（2026

年 7 月 10 日）においても「統計を取っていない」と回答。） 

さらに、難民申請者の最多（約 62.2%）を占める「D 案件」においては、在留資格について、

難民申請から 8 か月目に「特定活動 6 月（就労可）」へ移行し、このタイミングで初めて就労許

可を付与されます。（なお、「D 案件」に振り分けられた申請者のうち、本来の在留活動（技能

実習生や留学など）を行わなくなかった後に難民申請した場合や、出国準備の期間を付与され

た後に難民申請をした場合は、「特定活動 3 月（就労不可）」が続き、就労が許可されないが、

その内訳は非公表。）そのため、就労先を見つけることができれば、就労許可のない期間に受給

していた保護費の対象から外れます。 

その結果、約 3 年間の待機期間を経てようやく難民認定を受ける時点で、ガイドライン１(2)

に定める「保護費支給」を受けている者は、ごく少数しかいません。 

 

したがって、ガイドライン２(3)で難民認定者を減額対象として掲げながら、その条件として１

(2)の保護費受給を求める基準は、制度の構造と当事者の実態から乖離しており、実質的に減額

を適用させない「絵に描いた餅」となっています。 

 

当団体が実施した緊急アンケートにおいても「10 年以上にわたって日本で努力し続けているが、

（増額の件を聞いて）未来が見えない」といった痛切な声や、「家族全員分を一度に支払わなけ
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ればならないとなれば、到底払いきれず、どう生きていけばいいのかわからない」といった声

が寄せられています。 

 

母国での迫害から逃れ、日本の厳格な審査を経て難民等の認定を受けた当事者が、審査期間中

に保護費から外れて就労等で何とか生活を繋いでいる実態を無視し、保護費非受給を理由に最

高額（7 万 5,000 円、難民認定者・補完的保護対象者認定者の場合）の定額負担を強いること

は不当です。保護費の受給有無に関わらず全額免除を認める基準へ見直すべきです。 

 

 

2. 就労不可かつ保護費未支給の初期難民申請者に対する減額適用の要件見直し 

該当箇所： ガイドライン（案）記の１(2)「保護費支給を受けている者に限る」の規定 

 

【意見】 

就労が禁じられ、かつ保護費が未支給の段階にある初期の難民申請者「短期滞在から特定活動

2 月・3 月への変更時等）や、就労資格が付与されていな時点で行う初回の「特定活動（6 月）

就労可」への変更時について、保護費の支給を受けている者に限るとする適用を緩和し、無収

入・無支援状態であることを考慮した柔軟な判断基準（即時的な減額・全額免除の決定）をガ

イドラインに明記すべきです。 

 

【理由・制度的タイムラグによる無収入・無支援状態】 

保護費は、まず、難民申請を行った後でなければ申請自体ができません。 

したがって、最初の「特定活動」への変更手続きを行う時点では、申請者は就労が禁じられて

いるだけでなく、保護費の支給対象にもなっておらず、「無収入・無支援」状態に置かれていま

す。 

 

したがって、ガイドライン（案）が、１(2)において「保護費の支給を受けている者に限る」と

厳格に制限した場合、申請から支給決定までの空白期間に置かれている初期申請者は、ガイド

ラインの減額・免除対象から完全に漏れてしまいます。 

 

当団体の調査でも、「3 か月のビザでは就労が認められていない。働けないビザに対して高額な

手数料を支払うことは納得がいかない」「物価高の中でこの金額は支払能力を超えており、支払

えなくなってしまう難民が出かねない」といった切実な声が寄せられています。 

 

制度上のタイムラグにより「無収入・無支援」となっている初期の不安定な申請者が実質除外

されているガイドライン案は見直されるべきです。 
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3. 「減額下限 1 万円」に制限される運用の是正と地方局長判断による「全額免除」の具体

的適用基準の明記 

該当箇所： ガイドライン（案）全体における減額算出基準 

 

【意見】 

ガイドラインにおいて、政令案に沿って一律に「減額後の額は 1 万円を下回らない」とする運

用基準を撤回し、生活困窮状態にある者や無収入の難民申請者等に対し、地方出入国在留管理

局長の判断により「全額免除」とできる具体的な適用基準および審査手順を明記すべきです。 

 

【理由・下限設定による減額機能の形骸化の解消】 

政令案・施行規則案の構造上、元の申請手数料が 1 万円に設定されている「3 月以下（特定活

動 2 月・3 月等）」の在留資格保持者に対し、減額の下限を 1 万円と設定した場合、ガイドライ

ン上いくら生活困窮の判定を行っても実質的な減額（1 円の負担軽減）もなされないという構

造的な欠陥が生じます。 

 

当事者からも、物価高や無収入状態の中で数か月ごとに繰り返し請求される手数料により、食

費や家賃の支払いが圧迫され、路上生活等に追い込まれる懸念が切実に訴えられています。 

 

元の金額が 1 万円である手続きに対して減額下限を 1 万円とする運用は、配慮を行う姿勢を見

せつつ実効性を無くした形骸化された基準であると言えます。現場の地方管理局長が当事者の

窮状に応じて実効性のある真の人道上の配慮を行えるよう、ガイドラインにおいて「全額免除」

を適用する具体的な判断基準（無収入、保護費申請中、多子困窮世帯等）を明確に定めること

が不可欠です。 

 

 

4. 世帯申請時における合算負担緩和のための世帯上限の判定基準の策定 

該当箇所： ガイドライン（案）「世帯単位での申請における取扱いの規定欠如」 

 

【意見】 

家族・世帯単位で在留資格の変更・更新等を行う場合、ガイドラインにおいて世帯全体の合計

負担金額に上限を設ける判定基準を策定してください。 

 

【理由・多子世帯に対する金銭的「ペナルティ」の解消】 

難民および難民申請者の多子世帯においては、家族全員分の手数料が一律で加算されるため、1

回の更新・変更手続きで十数万円から三十万円を超える金額の支払いが求められるケースが存
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在します。 

 

当団体のアンケートにおいても、「月収を超えるような申請手数料を一括で請求されれば生活が

破綻する」「子どもの教育費や食費を削るしかない」という悲痛な声が寄せられています。 

 

自身で経済活動を行えない未成年者に対して一人分の定額手数料を課し、世帯あたりの上限を

設けない運用基準は、多子世帯の最低限の生活に直接影響し、実質的な「ペナルティ」として

作用します。 

 

世帯単位での負担上限額を超える部分の免除措置を行うための明確な運用基準をガイドライン

に盛り込むべきです。 

 

 

5. 永住許可手数料（20 万円）における減免運用の緩和および一括納付以外の選択肢（分割・

猶予）に関する手続指針の明記 

該当箇所： ガイドライン（案）「永住許可申請における減額上限および納付方法の規定」 

 

【意見】 

永住許可手数料（20 万円）に対する減額措置について、「2 万円まで」とする制限を撤回し、

難民認定者等で生計要件が緩和されている対象者に対しては、より柔軟な減免基準を適用して

ください。また、収入印紙等による一括納付を原則とする現行運用を改め、生活状況に応じた

「分割納付」や「納付猶予」を認めるための審査・手続指針をガイドライン上に策定すべきで

す。 

 

【理由・公式見解（生計要件緩和）との矛盾の解消】 

貴庁は、難民認定者に対する永住許可審査では「独立の生計を営むに足りる資産又は技能を有

すること」という要件を満たさない場合であっても、法務大臣の裁量により許可できる（生計

要件の緩和）としています。 

 

これは、難民が必ずしも高収入や十分な資産を保有できない実態を前提とし、永住権の付与を

通じて法的安定性と人権保障を図る趣旨によるものです。しかし、ガイドラインにおいて永住

許可の手数料を一挙に 20 万円へ引き上げた上で一括納付を前提とし、減額幅も制限する運用を

行えば、貴庁自らが掲げる「生計要件の緩和」という制度趣旨と明確に矛盾・抵触します。 

 

当事者からも「永住権を取得して安定して暮らしたいが、20 万円の一括支払いは絶対に不可能」

「分割や猶予が認められなければ権利があっても申請できない」という切実な意見が寄せられ
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ています。 

 

生計要件緩和の趣旨を実効化するため、永住許可手数料の過度な負担を解消する柔軟な減免基

準とともに、分割納付や納付猶予を受け付けるための具体的な運用基準をガイドラインに明記

する必要があります。 

 

以 上 

 

 

＊公表した本意見は、2026 年７月 30 日に電子メールを用いて提出した意見の写しです。 


